
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 愛知県 豊橋市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●経常収支比率（合計）

　平成18年度は、前年度の85.0％から1.5ポイント改善し、83.5％となった。これは、市税など一般財源収入が増加したことに加え、人件費の見直しなどにより、毎年度経常的

に支出される経費が減少したためである。類似団体との比較では14位から4位へと上昇し、全体順位は上位にあるものの、扶助費など一部の経費で比率が類似団体平均値

を上回っており、引き続き経常経費の見直しに努める。

●人件費

　人件費に係る経常収支比率は25.0％であり、前年度から1.5ポイント低下（改善）し、類似団体内の順位は11位と比較的上位となっている。また、退職金を除く人口１人あた

り決算額においても平均を約12％下回っている。これは、適正な定員管理及び給与制度の見直しに努めたことによるものであり、引き続き、経営改革プランに基づき、総人

件費の抑制に努める。

●物件費

　物件費に係る経常収支比率は13.5％であり、前年度から0.9ポイント低下（改善）した。類似団体内の順位は23位と中位となっているが、人口１人あたりの決算額では平均を

約11％下回っており、引き続き、経費節減に努める。

●扶助費

　扶助費に係る経常収支比率は14.1％であり、前年度から0.9ポイント上昇（悪化）したが、これは主に支給対象が拡大された児童手当の大幅な増などによるものである。ま

た、類似団体内の順位は33位と下位となっているが、本市が保育所55園のうち50園を法人保育所へ運営委託としていることが大きな理由であり、人口１人あたりの決算額で

は平均を約6％下回る状況である。今後とも、負担水準を踏まえた単独扶助費の見直しにより、扶助費の抑制に努める。

●補助費等

　補助費等に係る経常収支比率は9.2％であり、前年度から0.4ポイント低下（改善）した。また、類似団体内の順位は32位と下位となっているが、病院事業などへの補助費等

として繰り出す金額が多額になっていることも大きな理由である。病院など公営企業の経営健全化を図るとともに補助金等の整理合理化を進める。

●公債費

　公債費に係る経常収支比率は15.1％であり、前年度から0.2ポイント上昇（悪化）したが、主に平成14年度借入れの臨時財政対策債の元金償還が始まったことによるもので

ある。また、類似団体内の順位は7位と上位であり、こども関連施設等用地の引取りなど公債費類似の経費を合わせた人口１人あたりの決算額でも平均を約9％下回る状況

であるが、今後とも計画的な借入れを行い、公債費負担の抑制に努める。

●その他

　その他、介護保険など特別会計への繰出金の増加等により、経常収支比率は前年対比0.2ポイント上昇（悪化）した。繰出金は小幅ながら上昇し続けている状況であり、今

後、特別会計において、経費を削減するとともに利用者負担の適正化を図るなど、税収を主な財源とする普通会計負担額の抑制に努める。

●普通建設事業費

　普通建設事業費は、景気の低迷や減税の実施など厳しい歳入状況のため減少傾向にあったが、平成18年度の人口１人あたりの決算額は前年度比7.5％増となる52,622

円、うち単独分は9.4％増の35,294円と、いずれも類似団体の平均を決算額、伸び率とも上回った。補助事業は総合スポーツ公園プール棟整備事業の完了により減少した

が、単独事業で最終処分場整備事業などの大型事業に伴い増加したためである。今後とも、財政計画を踏まえ、大型事業等を推進するとともに生活関連公共事業の充実に

努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 20,837,235 57,421 66,680 ▲ 13.9
賃金（物件費） 277,865 766 2,130 ▲ 64.0
一部事務組合負担金（補助費等） - - 1,126 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 755,332 2,081 664 213.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） 13,619 38 2 1,800.0
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 970,224 2,674 1,936 38.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 553,157 1,524 1,453 4.9
▲退職金 ▲ 2,031,580 ▲ 5,598 ▲ 7,276 ▲ 23.1
合計 21,375,852 58,905 66,715 ▲ 11.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.79 6.90 ▲ 1.11
ラスパイレス指数 99.2 100.1 ▲ 0.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

11,017,900 30,362 40,676 ▲ 25.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 61 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 4,752,395 13,096 12,112 8.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 537 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

854,928 2,356 1,385 70.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 11 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 8,162,145 ▲ 22,492 ▲ 29,247 ▲ 23.1

合計 8,463,078 23,322 25,536 ▲ 8.7

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 愛知県 豊橋市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

18,722,396 52,362 ▲ 24.7 52,362 ▲ 24.7 0.0

うち単独分 13,102,287 36,644 ▲ 21.1 36,644 ▲ 21.1 0.0

19,740,945 55,052 5.1 55,052 5.1 0.0

うち単独分 14,030,468 39,127 6.8 39,127 6.8 0.0

19,220,490 53,424 ▲ 3.0 53,424 ▲ 3.0 0.0

うち単独分 13,847,333 38,489 ▲ 1.6 38,489 ▲ 1.6 0.0

17,692,337 48,959 ▲ 8.4 49,058 ▲ 8.2 ▲ 0.2

うち単独分 11,661,060 32,269 ▲ 16.2 32,327 ▲ 16.0 ▲ 0.2

19,095,678 52,622 7.5 49,738 1.4 6.1

うち単独分 12,807,680 35,294 9.4 31,851 ▲ 1.5 10.9

過去５年間平均 18,894,369 52,484 ▲ 4.7 51,927 ▲ 5.9 1.2

うち単独分 13,089,766 36,365 ▲ 4.5 35,688 ▲ 6.7 2.2

当該団体決算額
（千円）
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